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Ⅰ 令和２年第１回県議会定例会提出議案等一覧 

                                                                            

（予   算） 

 １ 令和元年度茨城県一般会計補正予算（第５号） 

 ２ 令和元年度茨城県競輪事業特別会計補正予算（第１号） 

 ３ 令和元年度茨城県公債管理特別会計補正予算（第１号） 

 ４ 令和元年度茨城県市町村振興資金特別会計補正予算（第１号） 

 ５ 令和元年度茨城県鹿島臨海工業地帯造成事業特別会計補正予算（第２号） 

 ６ 令和元年度茨城県立医療大学付属病院特別会計補正予算（第１号） 

 ７ 令和元年度茨城県国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

 ８ 令和元年度茨城県母子・父子・寡婦福祉資金特別会計補正予算（第１号） 

 ９ 令和元年度茨城県中小企業事業資金特別会計補正予算（第１号） 

10 令和元年度茨城県農業改良資金特別会計補正予算（第１号） 

11 令和元年度茨城県林業・木材産業改善資金特別会計補正予算（第１号） 

12 令和元年度茨城県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第１号） 

13 令和元年度茨城県港湾事業特別会計補正予算（第２号） 

14 令和元年度茨城県都市計画事業土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号） 

15 令和元年度茨城県病院事業会計補正予算（第１号） 

16 令和元年度茨城県水道事業会計補正予算（第１号） 

17 令和元年度茨城県工業用水道事業会計補正予算（第１号） 

18 令和元年度茨城県地域振興事業会計補正予算（第１号） 

19 令和元年度茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計補正予算（第２号） 

20 令和元年度茨城県流域下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

（条例その他）                                                           

 １ 茨城県資金積立基金条例の一部を改正する条例 

 ２  茨城県消費者行政活性化基金条例を廃止する条例 

 ３ 下妻市と筑西市との境界変更について 

 ４ 法人に対する出資について 

  ５ 県有財産の売却処分について 

 ６ 県が行う建設事業に対する市の負担額について 

 ７ 県が行う土地改良事業に対する市町村の負担額について 

 ８ 県が行う建設事業等に対する市町村の負担額について 

 ９ 霞ケ浦常南，霞ケ浦湖北，霞ケ浦水郷，那珂久慈，利根左岸さしま，鬼怒小貝及び小貝川東

部流域下水道の維持管理に要する費用に係る関係市町村の負担額について 

 10 工事請負契約の締結について（（仮称）上曽トンネル本体工事（石岡工区）） 

 11 工事請負契約の締結について（（仮称）上曽トンネル本体工事（桜川工区）） 

 12 権利の放棄について 

 

（報 告） 

 １  地方自治法第 179 条第１項の規定に基づく専決処分について 
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Ⅱ 令和元年度補正予算案の概要 

 

１ 今回補正額                     （単位：百万円） 

区  分 現  計 補 正 額 補 正 後 計 

一 般 会 計 1,191,255  ▲19,605  1,171,650  

特 別 会 計 595,218  ▲6,566  588,652  

企 業 会 計 111,669  ▲789  110,880  

計 1,898,142  ▲26,960  1,871,182  

 

２ 今回補正の主なもの 

（歳 入）                                                               （百万円） 

・ 県税（法人事業税の減等）                                ▲ ９，３５８ 

・ 地方消費税清算金（清算金収入の減）              ▲１１，７６１ 

・ 地方交付税（国補正関連への対応に伴う増等）            ５，２９８ 

・ 国庫支出金（国補正関連への対応に伴う増等）            ６，８９８ 

・ 財産収入（工業団地売払収入の増等）                ６，９９１ 

・ 繰入金（事業費の確定に伴う減等）               ▲１０，５８７ 

・ 諸収入（中小企業融資資金貸付金の減等）            ▲１０，８２５ 

・ 県債（国補正関連への対応に伴う増等）               ５，８１１ 

うち減収補塡債（県税収入の減への対応に伴う増）         ２，９８８ 

 

（歳 出） 

 ① 国補正関連 

  ○公共事業の追加 

   ・ 国補公共事業            【全会計 ２９，３０５】 ２９，３０５ 

       （道路の冠水対策・落石対策、河川の洪水対策、土地改良事業等） 

 

  ○地方創生拠点整備交付金活用事業 

   ・ フラワーパーク振興対策事業                   １，８００ 

     （フラワーパーク魅力向上計画に基づく観光拠点としてのリニューアル工事等） 

 

     新 産業技術イノベーションセンター施設整備事業             １６５ 

     （宇宙分野等に用いられる先端的な材料の開発に向けたセンターの既存施設の改修） 

 

  ○農林水産業の成長産業化 

   ・ 土地改良事業（国補公共）（再掲）                 ２，１３２ 

     （水田の大区画化・汎用化、畑地の高機能化等による高収益化の推進） 

 

   ・ 担い手確保・経営強化支援事業                     ３７０ 

     （農地中間管理機構を活用している地域における農業用機械・施設導入への支援） 

 

   ・ 畜産競争力強化対策事業                         ５６ 

     （生産基盤の強化や収益性の向上を目的に行う畜舎等の施設整備への支援） 
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  ○ＩＣＴを活用した教育環境の整備 

   ・ 情報教育等推進整備事業                      １，５７１ 

     （県立学校におけるＷｉ－Ｆｉ環境等の校内通信ネットワークの整備） 

 

   ・ 県立学校先端技術活用教育推進事業                    ５０ 

     （県立中高一貫教育校における生徒１人１台端末の整備） 

 

    ○原子力災害対策 

   ・ 原子力災害対策事業                            ８０１ 

     （ＵＰＺ10km圏内の社会福祉施設等が実施する放射線防護対策への支援） 

 

 

 ② その他 

    ・ 国補公共事業（当初分）               全 会 計 ▲   ８６０ 

     （国内示額確定等に伴う減）             一般会計 ▲   ６７６ 

 

  ・ 税交付金等（税収減に伴う市町村への税交付金等の減）      ▲１１，９７６ 

 

  ・ 公債費（利子の支払い等の実績による減）            ▲ ３，１２３ 

 

  ・ 中小企業融資資金貸付金（企業向け融資の実績による減）        ▲ ８，８９０ 

 

  ・ 企業誘致活動強化事業（企業向け補助金の実績による減）     ▲ ５，０５９ 

 

  ・ 社会保障関係費（介護給付費負担金等の実績による減）      ▲  １，８３６ 

 

  ・ 農地集積総合支援事業（農地集積面積の実績による減）      ▲ １，５５８ 

 

  ・ 災害救助費（住宅の応急修理等の実績による減）         ▲ １，０５６ 

 

 

３ 繰越明許費                                                 （単位：百万円） 

区  分 Ｈ３０→Ｒ１ Ｒ１→Ｒ２ 増 減 額 増 減 率 

一般会計 ８０，２４５ １４１，６６６ ６１，４２１ ７６．５％ 

特別会計 １５，４９５ ７，１０４ ▲８，３９１ ▲５４．２％ 
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３８６，４５２  ▲９，３５８  ３７７，０９４  

地 方 消 費 税 清 算 金 １１３，０００  ▲１１，７６１  １０１，２３９  

地 方 譲 与 税 ５１，８２４  ▲２，４７４  ４９，３５０  

地 方 特 例 交 付 金 ３，８９１  ２４４  ４，１３５  

地 方 交 付 税 １８６，４０４  ５，２９８  １９１，７０２  

交通安全対策特別交付金 ７８９  ▲７７  ７１２  

分 担 金 及 び 負 担 金 ９，０１７  ６２７  ９，６４４  

使 用 料 及 び 手 数 料 １７，８２８  ▲４６３  １７，３６５  

国 庫 支 出 金 １６０，１１０  ６，８９８  １６７，００８  

財 産 収 入 １，９６０  ６，９９１  ８，９５１  

寄 附 金 １３８  ７１  ２０９  

繰 入 金 ３１，４１３  ▲１０，５８７  ２０，８２６  

繰 越 金 ６，９３０  －  ６，９３０  

諸 収 入 ８８，４７８  ▲１０，８２５  ７７，６５３  

県 債 １３３，０２１  ５，８１１  １３８，８３２  

計 １，１９１，２５５  ▲１９，６０５  １，１７１，６５０  
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出） 

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６９２  ▲２８  １，６６４  

総 務 費 ３８，５７４  ▲１，２６４  ３７，３１０  

企 画 開 発 費 １１，２８６  ▲６７２  １０，６１４  

生 活 環 境 費 １３，５７８  ▲９５７  １２，６２１  

保 健 福 祉 費 ２１２，２８９  ▲５，３５２  ２０６，９３７  

労 働 費 ２，７９９  ▲２６８  ２，５３１  

農 林 水 産 業 費 ４８，５９３  ▲５７７  ４８，０１６  

商 工 費 ９６，２３０  ▲１７，３８９  ７８，８４１  

土 木 費 １３２，６６６  ２５，４２１  １５８，０８７  

警 察 費 ６２，３３１  ▲４１３  ６１，９１８  

教 育 費 ２７４，８７７  ▲１，３５７  ２７３，５２０  

災 害 復 旧 費 １４，８８９  ▲２，８５４  １２，０３５  

公 債 費 １４７，５１５  ▲３，１２３  １４４，３９２  

諸 支 出 金 １３３，６３６  ▲１０，７７２  １２２，８６４  

予 備 費 ３００  －  ３００  

計 １，１９１，２５５  ▲１９，６０５  １，１７１，６５０  
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 ６ 特別会計補正予算 
 
                                           （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

競 輪 事 業 １１，８９７  ▲４７４  １１，４２３  

公 債 管 理 ２１８，９９１  １，９１８  ２２０，９０９  

市 町 村 振 興 資 金 １，０４９  ７２２  １，７７１  

鹿島臨海工業地帯造成事業 ３，９２６  ５５３  ４，４７９  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 ２，９９７  ▲１４４  ２，８５３  

国 民 健 康 保 険 ２５４，００１  １３，９５８  ２６７，９５９  

母子・父子・寡婦福祉資金 １８６  １４  ２００  

中 小 企 業 事 業 資 金 ２，７２６  ▲１，７５７  ９６９  

農 業 改 良 資 金 ６６  ３１１  ３７７  

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 ９２  ５４  １４６  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ７１  ２３２  ３０３  

港 湾 事 業 ３５，０１８  ▲６，８９３  ２８，１２５  

都市計画事業土地区画整理事業 ６４，１９８  ▲１５，０６０  ４９，１３８  

計 ５９５，２１８  ▲６，５６６  ５８８，６５２  

 

 
 

７ 企業会計補正予算 
 
                                                 （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

病 院 事 業 ２８，７６６  ▲１６１  ２８，６０５  

水 道 事 業 ３３，３０９  ▲１，１４７  ３２，１６２  

工 業 用 水 道 事 業 １９，６１９  ５９  １９，６７８  

地 域 振 興 事 業 １４８  ３０２  ４５０  

鹿島臨海都市計画下水道事業 ５，１８８  １３５  ５，３２３  

流 域 下 水 道 事 業 ２４，６３９  ２３  ２４，６６２  

計 １１１，６６９  ▲７８９  １１０，８８０  
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【公共事業費】 

 

 ・国補公共                                                            

  （単位：百万円） 

区 分 
補正前の額 

（Ａ） 

今 回 補 正 額 

（Ｂ） 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

土 木 １０８，３７４ ２４，４１１ １３２，７８５ 

産 業 ３，０３７ ▲１９０ ２，８４７ 

農 林 ２０，５６８ ４，２２４ ２４，７９２ 

計 １３１，９７９ ２８，４４５ １６０，４２４ 

  （注）特別会計，企業会計を含む。 

 

 

 

 ・県単公共     

（単位：百万円） 

区 分 
補正前の額 

（Ａ） 

今 回 補 正 額 

（Ｂ） 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

土 木 ２５，８４９ ▲５５１ ２５，２９８ 

産 業 ３００ － ３００ 

農 林 １，６８４ ３３ １，７１７ 

計 ２７，８３３ ▲５１８ ２７，３１５ 

 （注）特別会計，企業会計を含む。 
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Ⅲ 債務負担行為一覧 
 

［一般会計］ 

（変更） 

事  項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

創 業 支 援 融 資 

損 失 補 償 
変

更

前 

 創業支援融資制度に基づき，茨城県信用保証協会

が保証した債務によって損失が生じたときは，県が

その損失を補償する旨の契約を当該協会と締結す

る。 

自 令和元年度 

至 令和16年度 
19,000千円 

変

更

後 

 同 上 同 上 24,000千円 

女性・若者・障害者 

創 業 支 援 融 資 

損 失 補 償 

変

更

前 

 女性・若者・障害者創業支援融資制度に基づき，

茨城県信用保証協会が保証した債務によって損失

が生じたときは，県がその損失を補償する旨の契約

を当該協会と締結する。 

自 令和元年度 

至 令和16年度 
7,000千円 

変

更

後 

 同 上 同 上 14,000千円 

農業ビジネス保証制度 

融 資 損 失 補 償 
変

更

前 

 農業ビジネス保証制度に基づき，茨城県信用保証

協会が保証した債務によって損失が生じたときは，

県がその損失を補償する旨の契約を当該協会と締

結する。 

自 令和元年度 

至 令和21年度 
12,500千円 

変

更

後 

 同 上 同 上 22,400千円 

国 営 霞 ケ 浦 用 水 

（ 二 期 ） 土 地 改 良 

事 業 負 担 金 

変

更

前 

 土地改良法に基づき，国営霞ケ浦用水（二期）土

地改良事業に係る費用の一部を負担する。 
自 令和元年度 

至 令和３年度 
313,850千円 

変

更

後 
 同 上 

自 令和２年度 

至 令和３年度 
145,817千円 

国 営 那 珂 川 沿 岸 

土地改良事業負担金 

変

更

前 

 土地改良法に基づき，国営那珂川沿岸土地改良事

業に係る費用の一部を負担する。 
自 令和元年度 

至 令和12年度 
2,613,533千円 

変

更

後 

 同 上 
自 令和２年度 

至 令和13年度 
2,546,812千円 

茨 城 県 道 路 公 社 

事 業 資 金 借 入 金 

債 務 保 証 

変

更

前 

 国及び金融機関の茨城県道路公社に対する事業

運営資金及び建設事業資金の融資について，県がそ

の債務を保証する旨の契約を当該機関と締結する。 

昭和46年度以降 900,000千円 

変

更

後 

 同 上 同 上 720,000千円 

茨城県土地開発公社 

事 業 資 金 借 入 金 

債 務 保 証 

変

更

前 

 金融機関の茨城県土地開発公社に対する事業運

営資金の融資について，県がその債務を保証する旨

の契約を金融機関と締結する。 

平成２年度以降 12,000,000千円 

変

更

後 

 同 上 同 上 240,000千円 

茨 城 県 営 ラ イ フ ル 

射 撃 場 の 管 理 運 営 

に 係 る 協 定 

変

更

前 

 茨城県営ライフル射撃場の管理運営に係る協定

を茨城県ライフル射撃協会と締結する。 
自 平成28年度 

至 令和２年度 

 

19,977千円 

 

変

更

後 

 同 上 同 上 20,340千円 
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Ⅳ 条例その他の議案の概要

議 案 内 容

改正の内容（財政課，林政課，総務企画課）

茨城県資金積立基金条例の一

１ 設置目的の達成に伴う茨城県森林整備地域活動支援基金部を改正する条例

の廃止

茨城県森林整備地域活動支援

基金及び茨城県国民体育大会・ ２ 第74回国民体育大会及び第19回全国障害者スポーツ大会

障害者スポーツ大会開催基金を の終了に伴う茨城県国民体育大会・障害者スポーツ大会開

廃止するため，所要の改正をし 催基金の廃止

ようとするものである。

(施行日 令和２年３月31日)

廃止理由（生活文化課）

茨城県消費者行政活性化基金

基金金額の活用による設置目的の達成に伴う基金の廃止条例を廃止する条例

（参考）茨城県消費者行政活性化基金

・設置目的：消費者行政の活性化を廃止するため，本条例を廃止

・積立額：国から公布を受けた地方消費者行政活性化交付金しようとするものである。

の額

（施行日 令和２年３月31日）

議案の内容（市町村課）

下妻市と筑西市との境界変更に

土地改良事業（経営体育成基盤整備事業大宝沼地区）の施行ついて

の結果，境界を一部変更するもの

土地改良事業施行の結果，下妻 (1)境界変更の内容

市と筑西市との境界を変更しよう 下妻市から筑西市に編入する面積 16,241.86㎡

とするものである。 筑西市から下妻市に編入する面積 16,241.86㎡

(2)境界変更の期日 令和２年７月１日（予定）

議案の内容（産業政策課）

法人に対する出資について

県の出資法人等への関わり方に関する基本的事項を定める条

県の出資法人等への関わり方に 例第５条第２項の規定に基づく議決

一般財団法人いばらき中小企業グローバル推進機構関する基本的事項を定める条例の (1)出資先

規定に基づき，一般財団法人いば (2)出資額 3,000,000円

らき中小企業グローバル推進機構 （新法人を設立するため，県が全額を出資するもの）

に対する出資について，議決を求

一般財団法人いばらき中小企業グローバル推進機構めようとするものである。 （参考）

・設立年月日：令和２年４月１日（予定）

経営基盤強化，経営革新，創・事 業 概 要：県内中小企業等の

，海外展開支援等による本県産業の振業促進

興
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議 案 内 容

売却する財産の内容（土地販売推進課）

県有財産の売却処分について

(1)不動産の表示

小・中学校用地として，つくば ・つくば市研究学園二丁目13番ほか１筆

市研究学園二丁目13番ほか１筆の ・土地 30,270.82㎡

土地を売却しようとするものであ (2)売却予定価格

る。 1,323,591,604円

(3)売却処分先

つくば市研究学園一丁目１番地１

つくば市長 五十嵐 立青

変更の内容（水産振興課）

県が行う建設事業に対する市の

・地方財政法第27条の規定に基づく市の負担額の変更負担額について

（単位：千円）

令和元年度において県が行う漁 事業名 変更前 変更後 備 考

港事業に対する市の負担額を変更 漁 港 事 業 127,746 266,079 日立市外３市

しようとするものである。

変更の内容（農地整備課）

県が行う土地改良事業に対する

・地方財政法第27条及び土地改良法第91条の規定に基づく市町市町村の負担額について

村の負担額の変更

令和元年度において県が行う土 （単位：千円）

地改良事業に対する市町村の負担 事業名 変更前 変更後 備 考

額を変更しようとするものであ 県 営 886,611 1,301,431 水戸市外37市町村

る。

変更の内容（監理課）

県が行う建設事業等に対する市

・地方財政法第27条及び下水道法第31条の２の規定に基づく市町村の負担額について

町村の負担額の変更

令和元年度において県が行う河 （単位：千円）

川，港湾及び下水道事業に対する 事業名 変更前 変更後 備 考

市町村の負担額を変更しようとす 河 川 事 業 31,074 47,874 日立市外４市

るものである。 港 湾 事 業 307,960 407,553 外１村ひたちなか市

下水道事業 862,857 872,500 水戸市外29市町村

計 1,201,891 1,327,927
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議 案 内 容

変更の内容（下水道課）

霞ケ浦常南，霞ケ浦湖北，霞ケ

・下水道法第31条の２の規定に基づく市町村の負担額の変更浦水郷，那珂久慈，利根左岸さし

（単位：千円）ま，鬼怒小貝及び小貝川東部流域

流域下水道名 変更前 変更後 備 考下水道の維持管理に要する費用に

霞ケ浦常南 2,179,071 1,998,762 龍ケ崎市外５市町係る関係市町村の負担額について

霞ケ浦湖北 1,793,535 1,684,015 土浦市外４市町

令和元年度において県が行う霞 霞ケ浦水郷 314,919 315,239 潮来市外１市

ケ浦常南，霞ケ浦湖北，霞ケ浦水 那 珂 久 慈 1,811,024 1,778,276 水戸市外８市町村，

ひたちなか・東海広域事務組合郷，那珂久慈，利根左岸さしま，

鬼怒小貝及び小貝川東部流域下水 372,823 357,124 古河市外２市町利根左岸さしま

道の維持管理に要する市町村の負 鬼 怒 小 貝 367,984 371,250 下妻市外３市町

担額を変更しようとするものであ 小貝川東部 343,355 338,103 下妻市外３市

る。 計 7,182,711 6,842,769

工事の内容（道路建設課）

工事請負契約の締結について

(仮称)上曽トンネル本体(1)工 事 名 合併支援道路

工事（石岡工区）合併支援道路(仮称)上曽トン

(2)工 事 箇 所 石岡市上曽地内ネル本体工事（石岡工区）につ

トンネル工事（Ｌ＝1,939.00ｍ）いて，請負契約を締結しようと (3)工 事 内 容

(4) 令和２年３月～令和５年３月するものである。 工 期

(5)請負契約額 4,031,918,000円

(6)契約の相手方

東京都港区港南二丁目15番２号

大林・株木・市村特定建設工事共同企業体

代表者 株式会社大林組

取締役社長 蓮輪 賢治

代理人 取締役専務執行役員東京本店長

村田 俊彦

工事の内容（道路建設課）

工事請負契約の締結について

(仮称)上曽トンネル本体(1)工 事 名 合併支援道路

工事（桜川工区）合併支援道路(仮称)上曽トン

(2)工 事 箇 所 桜川市真壁町山尾地内ネル本体工事(桜川工区)につい

トンネル工事（Ｌ＝1,599.00ｍ）て，請負契約を締結しようとす (3)工 事 内 容

(4) 令和２年３月～令和４年９月るものである。 工 期

(5)請負契約額 2,967,294,000円

(6)契約の相手方

東京都新宿区西新宿六丁目８番１号

大成・岡部・白田特定建設工事共同企業体

代表者 大成建設株式会社

代表取締役社長 村田 誉之

代理人 東京支店常務執行役員支店長

須藤 史彦
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議 案 内 容

議案の概要（経営管理課）

権利の放棄について

(1)放棄する権利 県立中央病院の診療料

時効の到来した県立中央病院の (2)放棄する金額 1,000,910円

診療料のうち，回収不能の債権に (3)債 務 者 桜川市西小塙430番地

ついて，権利の放棄をしようとす 小池 正治

るものである。 (4)放棄の理由

債権の徴収について時効が到来し，債務者が死亡し，相

続人がないことにより，回収が不能であるため
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Ⅴ 報告事項

１．地方自治法第１７９条第１項の規定に基づくもの

事 項（専決処分年月日） 内 容

和解の概要（警務部監察室）

和解について

（令和２年１月10日専決処分） (1)事故発生日時 平成30年９月14日（金）午後２時頃

(2)事故発生場所 土浦市真鍋一丁目12番９号駐車場内

交通事故について，和解しよう (3)事故概要

とするものである。 普通特種自動車で出張途中，駐車場内で工作物と衝突し

た事故（土浦警察署所属）

(4)損害賠償額 1,389,439円

(全額，あいおいニッセイ同和損害保険株式会社からの支払)

和解の概要（警務部監察室）

和解について

（令和２年１月20日専決処分） (1)事故発生日時 平成29年10月４日（水）午前11時29分頃

(2)事故発生場所 つくば市妻木222番地の１地先県道上

交通事故について，和解しよう （県道土浦境線）

とするものである。 (3)事故概要

小型乗用自動車で出張途中，県道上で相手車両に衝突し

た事故（つくば中央警察署所属）

(4)損害賠償額 1,863,521円

(うち1,763,521円は，あいおいニッセイ同和損害保険株式会

社からの支払)
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